
様式１（主な取組）

【 098-866-2214 】担当部課
【連絡先】
子ども生活福祉部高齢者福祉介護
課

関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/site/kodomo/korei/tousyochiiki29

.html

　離島（県内全離島）及び過疎地域における島外か
らの介護人材の確保や現任職員の人材育成を支
援することにより、介護サービス事業の安定を図
る。

県,市町村

事業所が島外や県外から介護人材の確保に要する経費や人材育成に要する経費を補助

離島地域における介護人材受入の支援人数（累計）

10人 10人（20人） 10人（30人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島地域における介護人材の確保・育成に対する支援 対応する成果指標 介護サービスを受けられる離島数

施策の方向
・福祉・介護人材の育成・確保のため、人材の受入れ等に係る経費への助成、研修に係る旅費の助成やオンライン化など研修体制の充実等に取り
組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ウ 公平で良質な医療・福祉サービスの確保
施 策 ②福祉・介護サービスを受ける機会の確保

施策の小項目名 ○離島地域における福祉・介護人材の育成・確保
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　島外からの介護専門職員の受け入れ費用の補助について、目標人数は１０人であったが、１１人の受入費用（赴任旅費、引っ越し費用等）を補助した。

令和4年度の取組改善案 反映状況

当該事業の周知広報を徹底するとともに、募集期間の時期等の工夫が必要である。
市町村及び関係機関への当該事業の周知広報を数回行うなど徹底し、県HPにも掲載した。
また、募集期間を延長するなどした。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　島外からの介護専門職員の受入費用を補助し
た。

11人 14人 11人 10人 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　島外からの介護専門職員の受入費用を補助、離島町村の介護
職員初任者研修等の開催費を補助。

　島外からの介護専門職員受入費用、介護職員初任者研修等開
催費、介護専門職採用活動等費、介護支援専門員等研修受講
費、オンライン研修支援費補助。

活動指標名
離島地域における介護人材受入の
支援人数（累計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 1,487 2,787 県単等 直接実施 6,000

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 島しょ地域介護人材確保対策事業 予算事業名 島しょ地域介護人材確保対策事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑥ 他地域等の動向
(外部環境の変化)

　離島地域等への支援ということで、地域へ情報が行き渡る
よう、周知広報を徹底する必要がある。また、新型コロナ感
染状況等も含め、地域の実情に応じて、募集期間の時期等の
工夫が必要である。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　市町村及び関係機関への当該事業の周知広報を数回行うな
ど徹底し、県HPにも掲載した。また、募集期間を延長するな
どした。

- 3 -



様式１（主な取組）

【 098-866-2214 】担当部課
【連絡先】
子ども生活福祉部高齢者福祉介護
課

関連URL ―

　介護人材のすそ野拡大及び新規参入促進を目的
として、介護未経験者を対象に、介護に関する入門
的研修を実施する。また、離島地域における介護人
材の確保を目的として、高校生や地域住民等を対
象に、離島高校生等に対する介護研修を実施す
る。

県

介護未経験者を対象に、介護に関する基本的な知識や技術を学ぶことができる研修等を実施

離島地域における研修修了者数（累計）

80人 80人（160人） 80人（240人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組
離島地域における介護未経験者を対象とした参入促進
の取組

対応する成果指標 介護サービスを受けられる離島数

施策の方向
・福祉・介護人材の育成・確保のため、人材の受入れ等に係る経費への助成、研修に係る旅費の助成やオンライン化など研修体制の充実等に取り
組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ウ 公平で良質な医療・福祉サービスの確保
施 策 ②福祉・介護サービスを受ける機会の確保

施策の小項目名 ○離島地域における福祉・介護人材の育成・確保
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　伊江村、宮古島市、石垣市及び竹富町で介護に
関する入門的研修を実施した。

　また、宮古島市、石垣市及び久米島町で離島高
校生等に対する介護研修を実施した。

58人 46人 154人 80人 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　宮古島市、石垣市及び久米島町で離島高校生等に対する介護
研修を実施した。

　宮古島市、石垣市及び久米島町で離島高校生等に対する介護
研修を実施する。

活動指標名
離島地域における研修修了者数
（累計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 11,530 12,455 県単等 委託 13,305

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　伊江村、宮古島市、石垣市及び竹富町で介護に関する入門的
研修を実施した。

　宮古島市、石垣市を含む離島４箇所で介護に関する入門的研
修を実施する。

予算事業名 介護に関する入門的研修事業 予算事業名 介護に関する入門的研修事業

実施方法 当初予算額

県単等 委託 0 7,960 県単等 委託 9,029

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島高校生等に対する介護研修事業 予算事業名 離島高校生等に対する介護研修事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　介護に関する入門的研修について、受講者と介護事業所と
のマッチング実績が低調である。

⑧ その他

　介護職への就労希望者に対する周知の方法を検討するとと
もに、就労希望者を優先的に受け付けるなど募集方法の見直
しを行う。

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　希望者が受講しやすい時期に実施する必要がある。

⑧ その他

　委託を可能な限り早期に行うことで、より多くの人が受講
しやすい時期を選定できるようにする。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　離島高校生等に対する介護研修について、修了者の介護職
への就職状況を確認する必要があるが、年度により委託事業
者が変わり、追跡調査には限界がある。 ② 連携の強化・改善

　委託先の事業者が変わっても調査を実施できる様、関係機
関との更なる連携を図る。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　目標値80人に対し、実績値は154人であり、目標以上の受講者数であった。

令和4年度の取組改善案 反映状況

―
コロナ禍においても研修を実施できるよう、感染症対策を徹底した。

また、希望者が受講しやすいと思われる時期・会場等の選定に努めた。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2164 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部福祉政策課 関連URL ―

　福祉人材の資質向上を図るため、沖縄県社会福
祉協議会内に設置する福祉人材研修センターにお
いて、社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な
知識や専門技術に関する研修を、業種別、階層別
に実施する。

県

一部研修コースのオンライン・オンデマンド化による離島や遠隔地における研修体制の充実

離島現地開催・オンライン等による研修等の実施回数（累計）

11回 11回（22回） 11回（33回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 福祉人材研修センターにおける研修体制の充実 対応する成果指標 介護サービスを受けられる離島数

施策の方向
・福祉・介護人材の育成・確保のため、人材の受入れ等に係る経費への助成、研修に係る旅費の助成やオンライン化など研修体制の充実等に取り
組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ウ 公平で良質な医療・福祉サービスの確保
施 策 ②福祉・介護サービスを受ける機会の確保

施策の小項目名 ○離島地域における福祉・介護人材の育成・確保
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な知識
や専門技術に関する研修を、業種・階層別に計18
コース、35回実施した。28回 28回 21回 11回 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な知識や専門技術に
関する研修を、業種別、階層別に実施した。

　社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な知識や専門技術に
関する研修を、業種別、階層別に実施する。

活動指標名
離島現地開催・オンライン等によ
る研修等の実施回数（累計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 61,924 61,924 県単等 委託 61,924

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 福祉人材研修センター事業費 予算事業名 福祉人材研修センター事業費
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　コロナ禍のため令和４年度上半期はすべての研修をオンラ
インで実施していたが、実技を要する研修など対面での研修
が効果的なコースもあることから、コースごと研修受講方法
の検討が必要。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　初任者研修、現任研修および専門研修等、各業種・階層毎
の研修内容を充実させるため、県関係課・関係機関と調整の
もと、研修受講方法の検討を行う。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　離島現地開催・オンライン等による研修等の実施回数については、新型コロナウィルス感染対策のため、令和４年度上半期の研修をすべてオンライン研修としたことにより目
標値を上回ったため、評価を「順調」とした。

令和4年度の取組改善案 反映状況

「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」の全４階層実施に向け、県関係課と意見
交換を行いながら引き続き研修計画の見直しを検討する。

「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」の全４階層を、１年ごとに２階層ずつ実施す
ることで４階層受講できるような体制を検討した。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2214 】担当部課
【連絡先】
子ども生活福祉部高齢者福祉介護
課

関連URL ―

　介護サービス事業の効率的な運営が困難な離島
地域における、安心・安定したサービス提供体制を
支援するため、市町村及び事業所に対し事業運営
等に要する経費の一部を補助し、介護サービスの
提供確保及び基盤拡充を図る。

県,市町村

離島における介護サービス事業の安定的な提供のため、介護サービス事業者の運営費や渡航費へ補助
を行った離島市町村に対する補助

当事業の補助を受けて介護サービスが提供された離島数

21島 21島 21島

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組
離島地域における安定的な介護サービス提供体制の確
保

対応する成果指標 介護サービスを受けられる離島数

施策の方向 ・福祉・介護サービスの提供が困難な離島地域における拠点の整備など、総合的な福祉・介護サービスの提供体制の確保に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ウ 公平で良質な医療・福祉サービスの確保

施 策 ②福祉・介護サービスを受ける機会の確保

施策の小項目名 ○離島地域における福祉・介護サービスの提供体制の確保
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　Ｒ４年度は計画値21島に対し、実績値20島となっている。離島地域における介護サービスの提供確保、基盤拡充に寄与した。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・市町村や沖縄県介護保険広域連合に対して適宜意見交換やヒアリングを行い、本事
業の活用を促進すると同時に、適正な予算確保・執行に反映する。

・【細事業】島しょ型福祉サービス総合支援事業において、４分の３であった補助率を、
令和４年度から10分の９に変更した。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　介護サービス事業の効率的な運営が困難な離島
市町村に対し事業運営に要する経費等の一部を補
助した。運営費補助：７町村の離島11箇所、渡航
費補助：14市町村の離島18箇所。

19島 19島 20島 21島 95.2%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　介護サービス事業の効率的運営が困難な離島市町村に対し、
事業運営に要する経費及び渡航費を補助した。

　介護サービス事業の効率的運営が困難な離島市町村及び事業
所に対し、事業運営に要する経費及び渡航費、施設付属設備の
修繕等を補助する。

活動指標名
当事業の補助を受けて介護サービ
スが提供された離島数

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

補助 38,933 50,546
一括交付金
（ソフト）

補助 59,372

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島地域における介護サービス提供体制総合支援事業 予算事業名 離島地域における介護サービス提供体制総合支援事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　令和２年10月1日時点で離島市町村における高齢化率は
28.4％であり、沖縄県全体の22.2％を大きく上回っている、
離島地域における介護サービスのニーズもまた今後も増加す
ることが考えられる。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　【細事業】島しょ型福祉サービス総合支援事業

各離島市町村の事業所等の状況を確認し、必要な介護サービ
スの提供に関して情報を精査していくことが必要である。 ① 執行体制の改善

　【細事業】島しょ型福祉サービス総合支援事業

市町村や沖縄県介護保険広域連合に対して適宜意見交換やヒ
アリングを行い、本事業の活用を促進すると同時に、適正な
予算確保・執行に反映する。

- 12 -



様式１（主な取組）

【 098-866-2214 】担当部課
【連絡先】
子ども生活福祉部高齢者福祉介護
課

関連URL -

　県内離島地域に設置されている小規模特別養護
老人ホーム（定員30人）及び地域密着型特別養護
老人ホーム（定員29人）が、当該施設の付属設備の
修繕等をするための経費を補助する。

県

離島地域に整備されている小規模特別養護老人ホーム等の付属設備等の修繕

付属設備等の修繕支援施設数（累計）

１施設 １施設（２施設） １施設（３施設）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島小規模特養等支援事業 対応する成果指標 介護サービスを受けられる離島数

施策の方向 ・福祉・介護サービスの提供が困難な離島地域における拠点の整備など、総合的な福祉・介護サービスの提供体制の確保に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ウ 公平で良質な医療・福祉サービスの確保

施 策 ②福祉・介護サービスを受ける機会の確保

施策の小項目名 ○離島地域における福祉・介護サービスの提供体制の確保
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

未着手

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　目標値１に対して２施設（法人）の事業を予定していが、未実施となったため進捗状況は未着手の状況である。施設が行う修繕内容についてさらに丁寧に聞き取り、補助事業
実施につなげる必要がある。

令和4年度の取組改善案 反映状況

-

要件を満たさず補助対象外となった施設に対しても、活用が可能と考えられる他の補助金
を案内する等、離島小規模特養８施設の「維持」を最優先とした対応を行った。また、修
繕を希望する施設に対し次年度の事業実施に向け修繕内容を丁寧に聞き取る等、本事業の
活用を促す対応を行った。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　２施設の修繕支援を予定していたが、施設（法
人）の事業内容変更により、未実施となった。

-施設 -施設 0施設 １施設 0.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　当初２施設（法人）が補助事業を予定していたが、交付決定
前に事業内容の変更等により補助要件を満たさなくなったた
め、事業は未実施となった。

　補助事業を予定している２施設（法人）に対し補助金の交付
決定を行う。

活動指標名
付属設備等の修繕支援施設数（累
計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

補助 0
一括交付金
（ソフト）

補助 8,581

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島小規模特養等支援事業 予算事業名 離島小規模特養等支援事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　施設の修繕要望が、国の補助金制度の対象となる場合があ
り、本補助事業の補助要件に該当しないケースがある。

① 執行体制の改善

　施設の修繕要望等を丁寧に聞き取り、修繕の実施、施設の
維持に努める。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　離島小規模特養８施設がさらに活用しやすい補助金制度と
する必要がある。

① 執行体制の改善

　離島小規模特養が活用しやすい補助金制度とするため、補
助金交付に関する要件を再検討する。

- 15 -


